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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ノズルからの放水により人工的に降雨を与える降雨装置であって、
　回転駆動手段と、この回転駆動手段の回転を前記ノズルの揺動運動に変換する四節回転
連鎖の梃子クランク機構により構成された動力伝達手段と、前記ノズルの揺動範囲の中心
位置を外す位置に設けられて前記ノズルからの放水の一部を受けるキャッチトレイとを備
え、
　前記動力伝達手段は、前記梃子クランク機構のクランクの長さを変更自在とされている
ことを特徴とする降雨装置。
【請求項２】
　前記動力伝達手段は、
　中心から異なる距離に配置された複数の孔を有する円盤状部材からなる前記梃子クラン
ク機構の前記クランクを構成するクランク構成部材と、
　このクランク構成部材に設けられた前記複数の孔のいずれかに回転自在に係合された前
記梃子クランク機構の連接棒を構成する連接棒構成部材と、
　前記ノズルと一体的に揺動する前記梃子クランク機構の梃子を構成する梃子構成部材と
　を備えたことを特徴とする請求項１に記載の降雨装置。
【請求項３】
　前記ノズル、前記回転駆動手段、前記動力伝達手段、および前記キャッチトレイを備え
て構成された本体を支持する３本の脚部を備え、
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　これらの脚部の各々は、接地用の棒状部材からなる下側脚部と、この下側脚部と前記本
体とを繋ぐ上側脚部と、この上側脚部を前記本体に対し上下方向に回動可能に接続すると
ともに自在な角度で固定可能な関節部と、前記上側脚部の端部に設けられて前記下側脚部
を摺動自在に把持する把持部とを備えたことを特徴とする請求項１または２に記載の降雨
装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ノズルからの放水により人工的に降雨を与える降雨装置に係り、例えば、急
傾斜地や山地の浸透能を測定する場合等に利用できる。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、農地等の低傾斜地においては、降雨装置を用いて人工的に降雨を与えること
により、浸透能の測定が行われている。このような浸透能の測定を行う際に用いる降雨装
置としては、例えば、放水ノズルを揺動（首振り運動）させて測定対象地点に散水するも
のが知られている（非特許文献１参照）。
【０００３】
　そして、より一般的な降雨装置としては、例えば、静水圧の変動により降雨量を自由に
調節または一定に保つことができ、自然の降雨に近似した状況を容易に再現することがで
きる人工降雨装置が知られている（特許文献１参照）。
【０００４】
　また、多数のノズルユニットを備え、各ノズルユニットの給水路に設けられた各弁の開
閉制御を行うことにより、迅速な降雨量の切り替えや、雨滴粒径の変更を可能とし、「通
り雨」の再現も可能とした降雨システムが知られている（特許文献２参照）。
【０００５】
【特許文献１】特開平１０－１１３５８８号公報（要約）
【特許文献２】特開平８－２４７３２２号公報（要約、請求項１）
【非特許文献１】Ｌ．Ｄ．メイヤー（Ｍｅｙｅｒ）、Ｗ．Ｃ．ハーモン（Ｈａｒｍｏｎ）
著、“低傾斜地の浸透能測定用の可変強度式人工降雨装置（Ｍｕｌｔｉｐｌｅ－Ｉｎｔｅ
ｎｓｉｔｙ　Ｒａｉｎｆａｌｌ　Ｓｉｍｕｌａｔｏｒ　ｆｏｒ　Ｅｒｏｓｉｏｎ　Ｒｅｓ
ｅｒｃｈ　ｏｎ　Ｒｏｗ　Ｓｉｄｅｓｌｏｐｅｓ）”、トランザクションズ・オブ・ザ・
ＡＳＡＥ（Ｔｒａｎｓａｃｔｉｏｎｓ　ｏｆ　ｔｈｅ　ＡＳＡＥ）、２２、１９７９年、
ｐ．１００－１０３
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、前述した非特許文献１に記載された低傾斜地の浸透能測定用の可変強度
式人工降雨装置は、農地のような低傾斜地で用いる装置であり、装置が大掛かりなもので
あった。従って、容易に持ち運ぶことができず、また、急斜面に固定することもできない
ので、山地のような急傾斜地での浸透能の測定試験に用いるのには適していない。また、
この装置では、ノズルを交換することにより、ノズルの特性が変わることを利用して降雨
強度を変えることはできるものの、ノズルを変えれば、雨滴衝撃力が変わってしまうので
、精度のよい浸透能の測定試験を行うことができない。なお、この非特許文献１に記載さ
れた装置では、ノズルは揺動（首振り運動）するが、本願発明とは異なり、揺動範囲（首
振りの最大角度）を自在に調節することができるわけではないため、本願発明の如く雨滴
衝撃力を安定させた状態で降雨強度を変化させることはできない。
【０００７】
　一般的に、ノズルの流量を変えたり、ノズルの口径を変えたり、あるいはノズルの吐出
圧を変えることにより、降雨強度を調整することはできるが、それらの方法では、単位面
積当たりに与えられる降雨エネルギ（Ｊ／ｍｍ／ｍ2）が変わってしまうので、精度のよ
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い浸透能の測定試験を行うことができない。なぜなら、近年、浸透能と雨滴衝撃力との間
に関係があることがわかってきたため、浸透能の測定試験では、雨滴衝撃力を安定して与
えながら、つまり降雨エネルギ（Ｊ／ｍｍ／ｍ2）を一定に保ちながら、降雨強度を自在
に調節することができる降雨装置が必要とされているからである。
【０００８】
　また、前述した特許文献１に記載された人工降雨装置では、静水圧の変動により降雨量
を調節するので、安定した雨滴衝撃力を与えることができないうえ、水槽を用いることか
ら、大掛かりな装置となり、持ち運ぶことは困難である。
【０００９】
　さらに、前述した特許文献２に記載された降雨システムでは、多数のノズルユニットを
備えているので、大掛かりな装置となり、持ち運ぶことは困難であるとともに、各ノズル
の弁の開閉制御を行うものであるから、複数のノズルをまとめて考えると、ノズルの流量
制御と同じことになり、安定した雨滴衝撃力を与えることができない。
【００１０】
　本発明の目的は、安定した雨滴衝撃力を与えつつ降雨強度を自在に調整することができ
るとともに、急傾斜地への設置や持ち運びが容易な降雨装置を提供するところにある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明は、ノズルからの放水により人工的に降雨を与える降雨装置であって、回転駆動
手段と、この回転駆動手段の回転をノズルの揺動運動に変換する四節回転連鎖の梃子クラ
ンク機構により構成された動力伝達手段と、ノズルの揺動範囲の中心位置を外す位置に設
けられてノズルからの放水の一部を受けるキャッチトレイとを備え、動力伝達手段は、梃
子クランク機構のクランクの長さを変更自在とされていることを特徴とするものである。
【００１２】
　ここで、「ノズルからの放水の一部」とは、どのような装置の設定状態であっても、必
ずキャッチトレイによりノズルからの放水の一部を受けるという意味ではなく、キャッチ
トレイによりノズルからの放水を受ける場合（そのような設定状態とした場合）には、放
水の全部ではなく、一部のみを受けるという意味、つまり、ノズルからの放水量のうち、
降雨として与えられる分量は必ず存在するという意味である。従って、キャッチトレイが
ノズルからの放水を全く受けない設定状態（ノズルからの放水の全部が、降雨として与え
られる設定状態）があることを妨げるものではない。
【００１３】
　このような本発明においては、動力伝達手段が、梃子クランク機構のクランクの長さを
変更自在な構成とされているので、ノズルの揺動範囲（往復角運動の最大振れ角）を自在
に変更することが可能となる。従って、ノズルからの放水量のうち、降雨として与えられ
る分量と、キャッチトレイで捕捉される分量との比率を自在に調整することが可能となる
。すなわち、キャッチトレイが、ノズルの揺動範囲の中心位置を外す位置に設けられてい
るので、ノズルの揺動範囲（首振りの角度）が大きくなれば、ノズルからの放水量のうち
、降雨として与えられる分量が少なくなり、キャッチトレイで捕捉される分量が多くなる
。換言すれば、ノズルの揺動範囲が大きくなれば、ノズルからの放水を行っている時間の
うち、降雨を与えている時間が少なくなり、キャッチトレイで捕捉されている時間が長く
なる。このため、降雨強度を自在に調整することが可能となる。
【００１４】
　一方、上記の如く、ノズルの揺動範囲は使用者の調整によって変化し、これにより降雨
強度が変化し、降雨強度の幅広い設定が可能となるが、ノズルの流量や口径や吐出圧は変
える必要はないので、降雨強度の大小にかかわらず、雨滴衝撃力を安定して与えることが
可能となる。従って、前述した非特許文献１に記載された低傾斜地の浸透能測定用の可変
強度式人工降雨装置の場合とは異なり、降雨強度を調整するにあたり、ノズルを交換する
必要はないので、単位面積当たりに与えられる降雨エネルギ（Ｊ／ｍｍ／ｍ2）を変える
ことなく、降雨強度を自在に調整可能な降雨装置が実現される。このため、例えば、浸透
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能の測定試験を行う場合には、前述した如く浸透能と雨滴衝撃力との関係があることがわ
かってきているが、このような関係がある中で、本発明により、雨滴衝撃力を安定させた
状態で、降雨強度を変化させることが可能となるので、より効果的な測定試験を行うこと
ができるようになる。
【００１５】
　また、本発明では、梃子クランク機構のクランクの長さの変更によりノズルの揺動範囲
（往復角運動の最大振れ角）を変更することで降雨強度の自在な調整を実現するので、前
述した特許文献１に記載された人工降雨装置の場合のような水槽を用いた構成とする必要
はなく、また、前述した特許文献２に記載された降雨システムの場合のような多数のノズ
ルユニットを備えた構成とする必要もないので、装置の小型化が可能となり、これらによ
り前記目的が達成される。
【００１６】
　また、前述した降雨装置において、動力伝達手段は、中心から異なる距離に配置された
複数の孔を有する円盤状部材からなる梃子クランク機構のクランクを構成するクランク構
成部材と、このクランク構成部材に設けられた複数の孔のいずれかに回転自在に係合され
た梃子クランク機構の連接棒を構成する連接棒構成部材と、ノズルと一体的に揺動する梃
子クランク機構の梃子を構成する梃子構成部材とを備えた構成とすることが望ましい。
【００１７】
　このように複数の孔を有する円盤状部材により梃子クランク機構のクランクの長さを変
更可能なクランク構成部材を構成した場合には、長さの異なる複数のクランク構成部材を
用意するのではなく、１つの円盤状部材により、複数の長さのクランクを予め用意したの
と同じ効果が得られるので、装置構成の簡易化や装置の部品点数の削減が図られる。また
、持ち運びにも、より一層便利な降雨装置が実現され、山地のような急傾斜地での浸透能
の測定試験に用いるのに、より適した構成の装置となる。
【００１８】
　さらに、以上に述べた降雨装置において、ノズル、回転駆動手段、動力伝達手段、およ
びキャッチトレイを備えて構成された本体を支持する３本の脚部を備え、これらの脚部の
各々は、接地用の棒状部材からなる下側脚部と、この下側脚部と本体とを繋ぐ上側脚部と
、この上側脚部を本体に対し上下方向に回動可能に接続するとともに自在な角度で固定可
能な関節部と、上側脚部の端部に設けられて下側脚部を摺動自在に把持する把持部とを備
えた構成とすることが望ましい。
【００１９】
　このように３本の脚部を備えた構成とした場合には、脚部の本数が少ないことから装置
の軽量化が図られ、持ち運びも可能となるので、山地のような急傾斜地での浸透能の測定
試験への対応が、より一層容易になる。また、山地のような急傾斜地では、４本足にする
と、斜面の形状によっては、位置決め作業や、装置の本体の水平を出す作業を行うことが
非常に困難になる場合があるが、３本の脚部とすることにより、４本足の場合に比べ、こ
れらの作業を容易に行うことが可能となり、装置の設置作業上、有利となる。
【発明の効果】
【００２０】
　以上に述べたように本発明によれば、梃子クランク機構のクランクの長さを変更自在な
構成とされた動力伝達手段を備えているので、安定した雨滴衝撃力を与えつつ降雨強度を
自在に調整することができるとともに、急傾斜地への設置や持ち運びが容易な降雨装置を
実現することができるという効果がある。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２１】
　以下に本発明の一実施形態について図面を参照して説明する。図１には、本実施形態の
降雨装置１０の全体構成が斜視図で示されている。また、図２は、降雨装置１０の正面図
であり、図３は、降雨装置１０の要部の拡大正面図であり、図４は、降雨装置１０の側面
図である。さらに、図５は、降雨装置１０の要部の動作の説明図である。
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【００２２】
　図１において、降雨装置１０は、本体２０と、この本体２０に接続された３本の脚部１
２０と、本体２０を構成する回転駆動手段であるモータ２２の回転数を制御するコントロ
ーラ４０とを備えて構成されている。
【００２３】
　本体２０は、装置使用時には水平または略水平に配置される板状の基礎部材２１と、こ
の基礎部材２１の上面に固定された回転駆動手段であるモータ２２と、基礎部材２１の上
面にモータ２２の上方を覆うように設けられた下向き略コの字断面状のカバー２３と、こ
のカバー２３の上面に立設されてクランク構成部材７０の回転軸２４を図示されないベア
リングで回転可能に支持するクランク軸支持部２５，２６とを備えている。
【００２４】
　また、図４に示すように、本体２０は、モータ２２の回転軸２７の端部に設けられたプ
ーリ２８と、クランク構成部材７０の回転軸２４の端部に設けられたプーリ２９と、これ
らのプーリ２８，２９間に掛け渡されたベルト３０とを備えている。従って、モータ２２
の回転軸２７が回転すると、この回転は、プーリ２８、ベルト３０、プーリ２９、クラン
ク構成部材７０の回転軸２４の順に伝達され、クランク構成部材７０が回転するようにな
っている。また、モータ２２には、ケーブル３１を介してコントローラ４０（図１参照）
が接続されている。
【００２５】
　さらに、図４に示すように、本体２０は、基礎部材２１の下側に設けられて揺動運動（
首振り運動、往復角運動）を行う放水用のノズル５０と、このノズル５０に接続されてノ
ズル５０と一体的に揺動運動を行うエルボウ５１と、このエルボウ５１に接続されたホー
ス５２と、基礎部材２１の下面から下方に突出するように設けられてノズル５０およびエ
ルボウ５１の揺動軸５３を図示されないベアリングで回転可能に支持する揺動軸支持部５
４と、ホース５２の端部を固定するホース端固定部５５とを備えている。そして、ホース
５２から供給された水（矢印Ｄ１）は、エルボウ５１を通って流れ方向を略９０度変えら
れてノズル５０から噴射される（矢印Ｄ２）ようになっている。また、揺動運動を行うエ
ルボウ５１は、固定されたホース５２の端部に対し、相対的に回転することになるが、水
漏れすることなく、ホース５２からの水を受け取り、ノズル５０へ送ることができるよう
になっている。
【００２６】
　また、図３に示すように、本体２０は、モータ２２の回転（従って、クランク構成部材
７０の回転軸２４の回転）をノズル５０の揺動運動（首振り運動、往復角運動）に変換す
る四節回転連鎖の梃子クランク機構により構成された動力伝達手段６０を備えている。こ
の動力伝達手段６０は、梃子クランク機構のクランク、連接棒、梃子（てこ）をそれぞれ
構成するクランク構成部材７０、連接棒構成部材８０、梃子構成部材９０を備えて構成さ
れている。なお、本願明細書に記載された「四節回転連鎖」、「梃子クランク機構」、「
クランク」、「連接棒」、「梃子（てこ）」の用語は、それぞれ一般的な機構学の文献（
例えば、稲田、森田著、“大学課程　機構学”、オーム社、昭和４１年２月２０日初版）
に記載されているものと同じである。
【００２７】
　クランク構成部材７０は、本実施形態では、一例として、中心から異なる距離に配置さ
れた複数（例えば９個）の孔７１，７２，７３，７４，７５，７６，７７，７８，７９を
有する円盤状部材により形成されている。クランク構成部材７０の中心位置Ｃ１（クラン
ク構成部材７０の回転軸２４の中心位置）から、各孔７１～７９の中心位置までの距離は
、例えば、１７．２ｍｍ～２９．０ｍｍの間で段階的に増えていく。そして、各孔７１～
７９のうち、いずれか１つ選択された孔と、連接棒構成部材８０の上側端部８１に設けら
れた孔とに、ボルト６１を貫通させることにより、連接棒構成部材８０をクランク構成部
材７０の各孔７１～７９のいずれか１つに回転可能に係合させるようになっている。これ
により、梃子クランク機構のクランクの長さを段階的（例えば９段階）に変化させること
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ができ、クランク構成部材７０の中心位置Ｃ１と各孔７１～７９の中心位置とを結んだ長
さを有する複数（例えば９個）のクランクが予め用意されている状態と同じとなる。また
、各孔７１～７９を選択すると、本実施形態では、一例として、ノズル５０の揺動範囲（
左右の振れ角を合わせた最大振れ角）が７０度、８０度、９０度、１００度、１１０度、
１２０度、１３０度、１４０度、１５０度と変化するようになっている。
【００２８】
　なお、クランク構成部材７０に設ける孔の個数は、９個に限定されるものではなく、複
数であれば任意である。また、本実施形態では、クランク構成部材７０は、円盤状部材に
より形成されているが、クランク構成部材は、円盤状部材に限らず、例えば、多角形、楕
円形、星形の板状部材等で形成してもよく、正面形状は任意であり、要するに、中心から
異なる距離に配置された複数の孔を形成することができればよい。さらに、このように１
つの部材に、複数の孔を設けるのではなく、長さの異なる複数のクランク構成部材（例え
ば、棒状部材や細長い長方形の板状部材でよい。）を予め用意しておいてもよい。しかし
、持ち運びの容易性や回転の安定性という観点からは、クランク構成部材は、円盤状部材
とすることが好ましく、また、装置構成の簡易化や装置の部品点数の削減という観点から
は、長さの異なる複数のクランク構成部材を用意するのではなく、１つのクランク構成部
材に複数の孔を設ける構成とすることが好ましい。
【００２９】
　連接棒構成部材８０は、本実施形態では、一例として、細長く伸びたコの字状の正面形
状を有する板状部材により形成されている。この連接棒構成部材８０は、梃子構成部材９
０の端部に設けられた孔と、連接棒構成部材８０に設けられた下側端部８２に設けられた
孔とに、ボルト６２を貫通させることにより、梃子構成部材９０に回転可能に係合されて
いる。なお、連接棒構成部材の正面形状は、コの字状に限定されるものではなく任意であ
り、要するに、クランク構成部材７０と、梃子構成部材９０との間を繋ぐいわゆる連接棒
の機能を発揮することができる部材であればよい。
【００３０】
　梃子構成部材９０は、本実施形態では、一例として、長方形の板状部材により形成され
ている。この梃子構成部材９０は、ノズル５０およびエルボウ５１の揺動軸５３（図４参
照）にボルト６３により固定され、これにより、ノズル５０およびエルボウ５１は、梃子
構成部材９０と一体化されて揺動（首振り運動、往復角運動）するようになっている。従
って、梃子構成部材９０の回転軸は、ノズル５０およびエルボウ５１の揺動軸５３と一致
している。また、梃子構成部材９０の長さは、梃子構成部材９０の回転中心の位置Ｃ２、
すなわちノズル５０およびエルボウ５１の揺動軸５３の中心位置から、連接棒構成部材８
０との係合位置（ボルト６２の中心位置）まで、例えば３０ｍｍであり、クランク構成部
材７０の中心位置Ｃ１から各孔７１～７９の中心位置までの距離（例えば、１７．２ｍｍ
～２９．０ｍｍ）のうち最大の距離（例えば２９．０ｍｍ）よりも大きくなっており、こ
れにより、四節回転連鎖の梃子クランク機構が成立している。
【００３１】
　また、本実施形態では、梃子構成部材９０の延びる方向Ｅ１（梃子構成部材９０の回転
中心の位置Ｃ２と連接棒構成部材８０との係合位置とを結んだ方向）と、ノズル５０の噴
射中心の方向Ｅ２とのなす角度θを、クランク構成部材７０の各孔７１～７９の選択に応
じ、複数種類（例えば３種類）の角度で調整した状態で、梃子構成部材９０を、ノズル５
０およびエルボウ５１の揺動軸５３（図４参照）にボルト６３により固定するようになっ
ている。例えば、クランク構成部材７０の孔７１，７２，７３を選択すると、ノズル５０
の揺動範囲（左右の振れ角を合わせた最大振れ角）が７０度、８０度、９０度となるが、
これらの３つの孔７１，７２，７３を選択した場合（クランクの長さを、これらの３つの
孔７１，７２，７３のいずれかを選択して定めた場合）には、方向Ｅ１，Ｅ２のなす角度
θを、例えば、９５．０度に固定する。また、クランク構成部材７０の孔７４，７５，７
６を選択すると、ノズル５０の揺動範囲（左右の振れ角を合わせた最大振れ角）が１００
度、１１０度、１２０度となるが、これらの３つの孔７４，７５，７６を選択した場合（
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クランクの長さを、これらの３つの孔７４，７５，７６のいずれかを選択して定めた場合
）には、方向Ｅ１，Ｅ２のなす角度θを、例えば、９３．５度に固定する。さらに、クラ
ンク構成部材７０の孔７７，７８，７９を選択すると、ノズル５０の揺動範囲（左右の振
れ角を合わせた最大振れ角）が１３０度、１４０度、１５０度となるが、これらの３つの
孔７７，７８，７９を選択した場合（クランクの長さを、これらの３つの孔７７，７８，
７９のいずれかを選択して定めた場合）には、方向Ｅ１，Ｅ２のなす角度θを、例えば、
９２．０度に固定する。このように方向Ｅ１，Ｅ２のなす角度θを、クランク構成部材７
０の各孔７１～７９の選択に応じ、複数種類（例えば３種類）の角度で調整することによ
り、ノズル５０の揺動範囲（往復角運動の最大振れ角）の中心の向きを所望の向きに設定
することができ、例えば、可変長のクランクをいずれの長さに設定しても、常にノズル５
０の揺動範囲の中心の向きが、真下または略真下を向く設定を実現することができる。
【００３２】
　さらに、図１および図２に示すように、本体２０は、ノズル５０からの放水の一部を受
けるためにノズル５０の下方に設けられたキャッチトレイ１００を備えている。このキャ
ッチトレイ１００は、例えば、アクリル板等により形成され、ノズル５０からの放水によ
り降雨を与える範囲（角度の幅）とノズル５０からの放水を捕捉する範囲（角度の幅）と
を区画する図２中の左右方向の２カ所に配置された区画部１０１と、これらの外側にそれ
ぞれ配置された外面部１０２と、各区画部１０１と各外面部１０２との間の空間１０８の
下方を塞ぐ底面部１０３と、図２中の手前側および奥側の２カ所に配置されて各区画部１
０１と各外面部１０２との間の空間１０８の側方を塞ぐ略台形状の側面部１０４（図１参
照）とを備えて構成されている。各外面部１０２は、各区画部１０１と略平行に配置され
る斜面部１０５と、鉛直面部１０６とを備えて構成されている。さらに、側面部１０４の
下部には、キャッチトレイ１００の空間１０８に貯まった水を排水するための排水口１０
７が設けられている。
【００３３】
　また、キャッチトレイ１００の各区画部１０１は、傾斜角度が鉛直面に対して、例えば
３５度とされ、従って、各区画部１０１同士がなす角度αは、例えば、７０度とされてい
る。この７０度という角度αは、本実施形態では、クランク構成部材７０の各孔７１～７
９のうちクランク構成部材７０の中心位置Ｃ１に最も近い位置に配置された孔７１を選択
したときのノズル５０の揺動範囲（左右の振れ角を合わせた最大振れ角）と一致している
。従って、両側の区画部１０１のなす角度αは、ノズル５０の揺動範囲（左右の振れ角を
合わせた最大振れ角）を最小に設定した場合の角度と一致している。そして、この状態で
、すなわち、クランク構成部材７０の孔７１を選択した状態で、モータ２２を回転させ、
ノズル５０を揺動（首振り運動）させると、ノズル５０からの放水は、すべて両側の区画
部１０１のなす角度αの範囲内で行われることになるため、すべての放水量が降雨として
与えられ、キャッチトレイ１００で捕捉される分量は無くなる。このため、クランク構成
部材７０の孔７１を選択した場合には、降雨強度が最大になる。
【００３４】
　一方、クランク構成部材７０のその他の孔７２～７９を選択した状態で、モータ２２を
回転させ、ノズル５０を揺動（首振り運動）させると、ノズル５０の揺動範囲（左右の振
れ角を合わせた最大振れ角）は、角度αよりも大きくなる。従って、ノズル５０からの放
水の一部が、キャッチトレイ１００で捕捉される。このため、クランク構成部材７０の孔
７２～７９を選択した場合には、クランク構成部材７０の孔７１を選択した場合に比べ、
降雨強度が小さくなる。そして、クランク構成部材７０の中心位置Ｃ１から離れて配置さ
れた孔を選択する程、ノズル５０の揺動範囲（左右の振れ角を合わせた最大振れ角）が大
きくなるので、キャッチトレイ１００で捕捉される分量が多くなり、降雨として与えられ
る分量が少なくなるため、降雨強度が小さくなっていく。各区画部１０１同士がなす角度
αは、変化しないが、全体時間に対し、ノズル５０の放水の中心方向が角度αの範囲を通
過している時間の割合が小さくなるからである。このため、クランク構成部材７０の中心
位置Ｃ１から最も離れて配置された孔７９を選択すると、ノズル５０の揺動範囲（左右の
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振れ角を合わせた最大振れ角）は、最大の角度β（例えば１５０度）となり、降雨強度が
最小になる。
【００３５】
　図１および図２において、脚部１２０は、本体２０を構成する基礎部材２１の周縁部の
３箇所に、互いに略１２０度をなすように設けられている。各脚部１２０は、接地用の棒
状部材からなる下側脚部１２１と、この下側脚部１２１と本体２０とを繋ぐ上側脚部１２
２と、この上側脚部１２２を本体２０に対し上下方向に回動可能に接続するとともに自在
な角度で固定可能な関節部１２３と、上側脚部１２２の端部（関節部１２３と接続された
端部とは反対側の端部）に設けられて下側脚部１２１を摺動自在に把持する把持部１２４
とを備えて構成されている。
【００３６】
　関節部１２３は、ボルト１２５で本体２０の基礎部材２１に固定されている。関節部１
２３は、二股部を有し、この二股部の間に上側脚部１２２の端部を挟み込んだ状態で、二
股部および上側脚部１２２の端部を貫通するボルト１２６を締め込むことにより、本体２
０に対する上側脚部１２２の姿勢が固定されるようになっている。また、把持部１２４は
、二股状のクリップ構造を有し、この二股状のクリップで下側脚部１２１を挟み込んだ状
態で、クリップの先端をボルト１２７で締め込むことにより、上側脚部１２２に対する下
側脚部１２１の姿勢が固定されるようになっている。さらに、下側脚部１２１としては、
例えば、様々な長さのパイプ等を用いることができる。
【００３７】
　このような本実施形態においては、図５に示すようにして降雨装置１０が動作し、ノズ
ル５０の首振りにより降雨が与えられる。図５の例では、クランク構成部材７０の中心位
置Ｃ１から最も離れて配置された孔７９に、連接棒構成部材８０が係合されている。
【００３８】
　図５（Ａ）では、クランク構成部材７０のクランクの向き、すなわちクランク構成部材
７０の中心位置Ｃ１から孔７９へ延ばした直線の向きが、水平右向き（３時の向き）とな
っている。この際、ノズル５０は、下方（６時の向き）を向いている。
【００３９】
　そして、図５（Ａ）の状態から、モータ２２を回転させ、クランク構成部材７０をＣ１
を中心に反時計回りに９０度回転させ、クランクの向きを垂直上向き（１２時の向き）に
すると、連接棒構成部材８０により梃子構成部材９０の端部が上方に引っ張られ、梃子構
成部材９０がＣ２を中心に反時計回りに回動する。すると、この梃子構成部材９０の回動
に伴って、図５（Ｂ）に示すように、梃子構成部材９０と一体化されたノズル５０が右方
向に首を振る。
【００４０】
　続いて、図５（Ｂ）の状態から、モータ２２を回転させ、クランク構成部材７０をＣ１
を中心に反時計回りにさらに９０度回転させ、クランクの向きを水平左向き（９時の向き
）にすると、連接棒構成部材８０により梃子構成部材９０の端部が下方に押され、梃子構
成部材９０がＣ２を中心に時計回りに回動する。すると、この梃子構成部材９０の回動に
伴って、図５（Ｃ）に示すように、梃子構成部材９０と一体化されたノズル５０が左方向
に首を振る。
【００４１】
　その後、図５（Ｃ）の状態から、モータ２２を回転させ、クランク構成部材７０をＣ１
を中心に反時計回りにさらに９０度回転させ、クランクの向きを垂直下向き（６時の向き
）にすると、連接棒構成部材８０により梃子構成部材９０の端部がさらに下方に押され、
梃子構成部材９０がＣ２を中心に時計回りにさらに回動する。すると、この梃子構成部材
９０の回動に伴って、図５（Ｄ）に示すように、梃子構成部材９０と一体化されたノズル
５０がさらに左方向に首を振る。
【００４２】
　続いて、図５（Ｄ）の状態から、モータ２２を回転させ、クランク構成部材７０をＣ１
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を中心に反時計回りにさらに９０度回転させ、クランクの向きを水平右向き（３時の向き
）に戻すと、連接棒構成部材８０により梃子構成部材９０の端部が上方に引っ張られ、梃
子構成部材９０がＣ２を中心に反時計回りに回動する。すると、この梃子構成部材９０の
回動に伴って、図５（Ａ）に示すように、梃子構成部材９０と一体化されたノズル５０が
右方向に首を振って元の位置に戻る。
【００４３】
　そして、以上のような図５（Ａ）～図５（Ｄ）の動作を繰り返すことにより、ノズル５
０の揺動運動（首振り運動）が実現され、ノズル５０からの放水のうちキャッチトレイ１
００で捕捉されない分が、本体２０の下方の地面に対し、降雨として与えられる。
【００４４】
　このような本実施形態によれば、次のような効果がある。すなわち、降雨装置１０の動
力伝達手段６０は、梃子クランク機構のクランクの長さ（いわゆるクランクとして機能す
る部分の長さ）を変更自在な構成とされたクランク構成部材７０を備えているので、ノズ
ル５０の揺動範囲（往復角運動の最大振れ角）を自在に変更することができる。従って、
ノズル５０からの放水量のうち、降雨として与えられる分量と、キャッチトレイ１００で
捕捉される分量との比率を自在に調整することができる。すなわち、キャッチトレイ１０
０が、ノズル５０の揺動範囲の中心位置を外す位置に設けられているので、ノズル５０の
揺動範囲（首振りの角度）が大きくなれば、ノズル５０からの放水量のうち、降雨として
与えられる分量が少なくなり、キャッチトレイ１００で捕捉される分量が多くなる。換言
すれば、ノズル５０の揺動範囲が大きくなれば、ノズル５０からの放水を行っている時間
のうち、降雨を与えている時間が少なくなり、キャッチトレイ１００で捕捉されている時
間が長くなる。このため、降雨強度を自在に調整することができる。
【００４５】
　一方、上記の如く、ノズル５０の揺動範囲は使用者の調整によって変化し、これにより
降雨強度が変化し、降雨強度の幅広い設定を行うことができるが、ノズル５０の流量や口
径や吐出圧は変える必要はないので、降雨強度の大小にかかわらず、雨滴衝撃力を安定し
て与えることができる。従って、前述した非特許文献１に記載された低傾斜地の浸透能測
定用の可変強度式人工降雨装置の場合とは異なり、降雨強度を調整するにあたり、ノズル
を交換する必要はないので、単位面積当たりに与えられる降雨エネルギ（Ｊ／ｍｍ／ｍ2

）を変えることなく、降雨強度を自在に調整可能な降雨装置１０を実現することができる
。
【００４６】
　このため、例えば、浸透能の測定試験を行う場合には、前述した如く、近年、浸透能と
雨滴衝撃力との関係があることがわかってきているが、このような関係がある中で、本降
雨装置１０により、雨滴衝撃力を安定させた状態で、降雨強度を変化させることができる
ので、より効果的な測定試験を行うことができる。具体的には、本降雨装置１０によれば
、例えば、雨滴衝撃力１５Ｊ／ｍｍ／ｍ2を安定して与えつつ、降雨強度を、例えば、１
００ｍｍ／ｈ～２８０ｍｍ／ｈの間で変更することができる。
【００４７】
　また、降雨装置１０は、クランク構成部材７０における梃子クランク機構のクランクの
長さの変更（各孔７１～７９の選択）により、ノズル５０の揺動範囲（往復角運動の最大
振れ角）を変更することで降雨強度の自在な調整を実現するので、前述した特許文献１に
記載された人工降雨装置の場合のような水槽を用いた構成とする必要はなく、また、前述
した特許文献２に記載された降雨システムの場合のような多数のノズルユニットを備えた
構成とする必要もないため、装置の小型化、軽量化を図ることができる。従って、降雨装
置１０は、持ち運びが可能となり、取り扱いも容易となるので、山地のような急傾斜地へ
の運搬、設置等にも対応することができ、従来の大掛かりな装置では困難であった、山地
等の急傾斜地の浸透能の測定試験を行うことができる。しかも、前述したように、降雨装
置１０は、雨滴衝撃力を安定させた状態で、降雨強度を変化させることができるので、山
地斜面等の急傾斜面に、自然の降雨エネルギと同等な降雨エネルギを与え、山地等の急傾
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斜地の浸透能について正確に測定、評価することができる。このため、従来、明確ではな
かった森林の水土保全効果および森林施業の水土保全効果について正確に判定することが
できる。
【００４８】
　さらに、降雨装置１０は、複数の孔７１～７９を有する円盤状部材により、梃子クラン
ク機構のクランクの長さを変更可能なクランク構成部材７０を構成しているので、長さの
異なる複数のクランク構成部材を用意するのではなく、１つの円盤状部材により、複数の
長さのクランクを予め用意したのと同じ効果を得ることができる。このため、装置構成の
簡易化や装置の部品点数の削減を図ることができる。従って、この点でも、持ち運びに、
より一層便利な降雨装置１０を実現することができ、山地のような急傾斜地での浸透能の
測定試験に用いるのに、より適した構成の装置を実現することができる。
【００４９】
　そして、降雨装置１０は、３本の脚部１２０を備えているので、脚部１２０の本数が少
ないことから装置の軽量化を図ることができ、持ち運びも容易にできるため、この点でも
、山地のような急傾斜地の浸透能の測定試験に用いるのに、より一層適した装置を実現す
ることができる。また、山地のような急傾斜地では、４本足にすると、斜面の形状によっ
ては、位置決め作業や、本体２０の水平を出す作業を行うことが非常に困難になる場合が
あるが、３本の脚部１２０とすることにより、４本足の場合に比べ、これらの作業を容易
に行うことができる。
【００５０】
　なお、本発明は前記実施形態に限定されるものではなく、本発明の目的を達成できる範
囲内での変形等は本発明に含まれるものである。
【００５１】
　例えば、前記実施形態では、降雨装置１０は、３本の脚部１２０を備えた構成とされて
いたが、脚部の本数は、３本に限定されるものではなく、４本以上としてもよい。但し、
装置の軽量化、部品点数の削減、持ち運びや取り扱いの容易性、さらには、山地等の急傾
斜地での位置決め作業や水平出し作業の容易性等の観点から、前記実施形態のように３本
の脚部１２０を備えた構成とすることが好ましい。
【産業上の利用可能性】
【００５２】
　以上のように、本発明の降雨装置は、例えば、急傾斜地や山地の浸透能を測定する場合
等に用いるのに適している。
【図面の簡単な説明】
【００５３】
【図１】本発明の一実施形態の降雨装置の全体構成を示す斜視図。
【図２】前記実施形態の降雨装置の正面図。
【図３】前記実施形態の降雨装置の要部の拡大正面図。
【図４】前記実施形態の降雨装置の側面図。
【図５】前記実施形態の降雨装置の要部の動作の説明図。
【符号の説明】
【００５４】
　１０　降雨装置
　２２　回転駆動手段であるモータ
　５０　ノズル
　６０　動力伝達手段
　７０　クランク構成部材
　７１～７９　孔
　８０　連接棒構成部材
　９０　梃子構成部材
　１００　キャッチトレイ
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　１２０　脚部
　１２１　下側脚部
　１２２　上側脚部
　１２３　関節
　１２４　把持部

【図１】 【図２】
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【図５】
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